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モデルはこれらの課題を精緻に分析可能な一方，電力・非

電力部門間の代替の考慮や余剰電力の非電力部門での活用

に関する分析に課題を有している．本研究では，新たな技

術選択モデルを用い，余剰電力対策技術が日本のエネルギ

ーシステム低炭素化に果たし得る役割を，各技術の導入量

や運用等の観点から分析する． 

２．手法 

2.1 多地域動学的モデル 

 筆者らが開発したボトムアップ型のエネルギーシステム

技術選択モデルを利用し，将来の低炭素化を実現するエネ

ルギー技術の最適構成を分析する．本モデルは IEA の技術

評 価 プ ロ グ ラ ム (ETSAP) の も と で 開 発 さ れ た

MARKAL/TIMES1)を原型とする線形計画モデルであり，エネ

ルギーシステム全体(図 1)を分析対象としている．目的関

数はシステム総コストである．最大の特徴は電力部門やエ

ネルギー貯蔵の時間解像度が 60分(8760時間区分/年)と細

かく，VRE 発電出力の日変動や季節変動を明示的に考慮で

きる点である．年間時間区分が概して 4～482)と限定的な従

来のエネルギーシステム技術評価モデルに比べ，各発電技

術の負荷追従能力や最低出力制約の考慮等，電力部門を詳

細に分析可能である．モデルの詳細については文献 3)を参 
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１．はじめに 

 世界的に脱炭素化に向けた取組みが強化される中，日本

でもエネルギーシステムの低炭素化を実現するためには，

主要な二酸化炭素(CO2)排出源である電力部門の低炭素化

が不可欠である．第 5次エネルギー基本計画では，2050年

に再生可能エネルギー発電を主力電源化する目標が示され

た．変動性再生可能エネルギー発電(VRE 発電)が大量導入

された場合，電力需給調整の観点から余剰電力の発生が見

込まれる．その対策として，出力抑制，電力貯蔵技術(揚水

式水力発電，蓄電池)の利用といった電力部門での対応と，

水電解水素製造，メタネーション，熱変換(蓄熱)等の非電

力への変換による対応が挙げられる．後者は電力の有効利

用に加え非電力部門の低炭素化への寄与が期待されている． 

エネルギーシステム全体を分析対象とするボトムアップ

型技術選択モデルは低炭素化に向けた技術分析に有用であ

るが，従来のモデルは電力部門を非常に簡潔に表現するた

め，余剰電力の発生といった電力部門の課題を必ずしも精

緻に分析できるわけではない．他方，電力部門に特化した
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図 1 想定する基準エネルギーシステム 

照されたい．本研究では，同文献モデルを拡張し分析期間

を 2050年までとする一方，計算量節減のため地域区分数を

4(北海道，東北，関東，西日本)に集約したものを利用する． 

2.2 余剰電力対策技術 

考慮する余剰電力対策技術は，VRE 発電の出力抑制，揚

水発電，大規模蓄電池(NAS電池及び Li-ion電池)，電気自

動車(EV)充電，水電解水素製造，メタネーション及び熱変

換(FIRES)である．VRE発電はその出力を超えない範囲での

出力抑制が可能とする．EV(本稿ではプラグインハイブリッ

ド車を含む)の充電時刻は夕方から早朝までとし，時刻別充

電量は内生的に決定する．充電パターンは総コスト最小化

の観点から，すなわち供給側から見た最適化により決まる

点に留意を要する．水素や熱の貯蔵は電力部門と同様 60

分間隔で表現し，貯蔵に要する費用も考慮する．他方，水

素や熱の需要は年間を通して一定と仮定する．FIRES は余

剰電力を電熱抵抗により熱に変換し，巨大な蓄熱槽で熱を

蓄える技術である．本稿では，熱を再度発電に用いるか，

産業部門の熱需要を充足するために用いるものと想定する． 

３．計算の前提 

3.1 前提条件 

 発電技術及び蓄電技術の諸元は文献 4)等をもとに設定す

る(表 1，表 2)．表中で幅をもって示されている項目は，2050

年にかけての習熟や技術革新等を見込んでおり，期により 

表 1 発電技術の想定 

 

 

 

 

 

 

表 2 蓄電技術の想定 

設定を変えている．VRE 発電(PV，陸上風力)の出力パター

ンは気象データから推計した実績値を将来にわたり用いる．

洋上風力については，各地域の代表地点での出力パターン

を web アプリケーション 5)を用いて推計し，各地域を代表

させる．VRE 発電には地域別の設備量上限を設け，日本合

計での上限値は PV が 2030 年 100GW，2050 年 332GW，陸上

風力はそれぞれ 10GW，100GW とする．既設の原子力・火力

発電設備の残存推移は，文献 6)等を参考に運転開始から 40

年の稼働を想定して設定する．原子力は，運用中の発電所

が60年運転するものと仮定する(2050年の設備量は21GW)．

地域間連系線は，既に増強が決まっている北本連系，東北

東京間連系及び東京中部間連系を除き，増強されないもの

とする． 

 蓄電技術を除く余剰電力対策技術は，文献 7)，8)をもとに

設定する(表 3)．EV 充電器の設備コストは 31 万円/6kW9)

と想定する． 

表 3 余剰電力対策技術の想定 

 2050 年までのエネルギーサービス需要は，設定する 36

部門について全国計の需要を計量経済学的手法により算出

し，それを都道府県別エネルギー消費量等の指標(2015 年

実績値)を用いて各地域に配分する． 

カーボンフリーの水素やアンモニアの輸入可能量上限は

前者がゼロ，後者が 2050 年に 1000 万トンと仮定する．水

素は国内では天然ガス改質または水電解により製造可能で

ある．CCSによる CO2貯留ポテンシャルは 2030年 10万トン，

2050年 100万トンと仮定する．  

3.2 ケース設定 

本稿ではエネルギー起源 CO2削減制約，水電解装置設備

コスト及び PV コストについて複数のケースを想定し分析
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原子力 石炭 LNG複合 LNG汽力 石油 水素 アンモニア

建設コスト[千円/kW] 370 272 164 120 200 164 164
固定費率(建設コスト比)[%] 5.2 4.0 3.0 3.0 3.2 3.0 3.0
発電効率(送電端, LHV)[%] - 39~44 54~61 42 38~40 54~61 54~61
年平均稼働率上限[%] 80 80 80 80 80 80 80
出力調整率(増加)の上限[%/hour] 0 31 82 82 100 82 82
出力調整率(減少)の上限[%/hour] 0 58 75 75 100 75 75
稼働年数[年] 40 40 40 40 40 40 40
DSS運転比率[%] 0 0 50 30 70 0.5 0.5
最低出力比率[%] 30 30 30 30 30 30 30

一般水力 バイオマス 地熱 蓄熱 PV 陸上風力 洋上風力

建設コスト[千円/kW] 640 398 790 120 294~152 284~227 591~506
固定費率(建設コスト比)[%] 1.4 6.8 4.2 3.0 1.4 2.1 3.8~3.1
発電効率(送電端, LHV)[%] - 18 - 40 - - -
年平均稼働率上限[%] 53 80 70 80 - - -
出力調整率(増加)の上限[%/hour] 5 31 5 82 - - -
出力調整率(減少)の上限[%/hour] 5 58 5 75 - - -
最低出力比率[%] - - - 50 - - -
稼働年数[年] 60 20 40 20 20 20 20

揚水 NAS電池 Li-ion電池

建設コスト[千円/kW] 190 35 40
建設コスト[千円/kWh] 10 40~20 150~15
固定費率(建設コスト比)[%] 1.0 1.0 1.0
年平均稼働率上限[%] 90 90 90
サイクル効率[%] 70 85 85
自己放電率[%/hour] 0.1 0.5 0.5
最大kWh/kW比 6 - -
Cレート - 0.14C 2.0C
サイクル寿命[回] ∞ 4,500 6,000
稼働年数[年] 60 15 8

電解 投資コスト 1.8~1 億円/(300Nm3/h)
水素製造原単位(電力) 5~4.5 kWh/Nm3-H2

利用率上限 90%

電解 投資コスト 300~167 万円/Nm3-CH4/h
+メタネーション メタン製造原単位(電力) 18.3 kWh/Nm3-CH4

メタン製造原単位(CO2) 1.972 kg/Nm3-CH4

利用率上限 90%
水素貯蔵 投資コスト(kW) 7 万円/kW

投資コスト(kWh) 1500 円/kWh
サイクル効率 90%
利用率上限 90%

FIRES 投資コスト(charging-kW) 1000 円/kW
投資コスト(output-kW) 1000 円/kW
投資コスト(storage-kWh)1500 円/kWh
熱電変換効率 1
自己放熱率 1 %/h
利用率上限 90%
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を行う(表 4)．CO2排出量は 2050 年に 2013 年度比 50%減な

いし 60%削減の 2 ケースとする．2030 年の排出量制約上限

は長期エネルギー需給見通しで示された 9.27 億トンで共

通とする．PV及び水電解のコストは，表 1 及び表 3 に示す

ものを基準ケース，2050年のコストがより低い場合を低位

ケースとする．具体的には，2050 年の水電解コストを 0.5

億円/(300Nm3/h)，PVコストを 10万円/kWとする．

表 4 ケース設定 

４．結果と考察 

4.1 電力部門 

2050 年にかけて CO2削減制約が厳しくなると，発電燃料

は化石燃料では石炭から天然ガスに転換が進む(図 2)．削

減率が 50%の場合には，2050 年の LNG 複合の発電シェアが

最大で 50%に達するが，削減率が更に上昇し 60%となると，

化石燃料シェアは約 30%まで減少する．一方，VRE発電の導

入量が増加し(図 3)，発電量シェアは約 40%に達する．PV

コスト低位ケースでは，PV 導入量は CO2削減率によらず基

準ケース比で大幅に増加する．CO2削減率 60%ケースでの

2050年の電力部門 CO2排出原単位は約 110g-CO2/kWhまで低

下する．  

 

図 2 発電量構成 

 

 

 

 

図 3 VRE発電設備量(2050年) 

表 5 主な余剰電力対策技術の設備量(2050年) 

 

 

 

4.2 余剰電力対策技術 

主な余剰電力対応技術の設備量(2050年)は表 5の通りで

ある．2050年に 50%を上回る CO2削減を実現するためには，

蓄電池や水電解，メタネーション，FIRES といった余剰電

力対策技術の導入が合理的である．蓄電池は VRE 発電の導

入量が限定的な 50%削減ケースでは導入が進まないが，同

発電の導入量が著しく増加する 60%削減ケースでは主に

NAS電池の導入が進む．水電解及びメタネーションは，C50

ケースでも一定の設備量が導入されるが，その量は約 3PJ/

年で設備利用率も約 10%と低く，各生産量が需要量(水素及

び都市ガス)に占める割合は 1%に満たない．これら 2 つの

技術の導入が限定的な量に留まる理由は，電解及び貯蔵に

要するコストが高いためと言えよう．それでも，概して CO2

削減率が上昇するほど，また電解コストが安くなるほどこ

れらの導入量は増加する．ただし，メタネーションは，メ

タンの燃焼により CO2が発生することから，CO2制約が厳し

く，PVのようなゼロカーボン発電のコストが安価な場合に

は，導入量は減少する．全体の電力需給調整の中では，定

置式蓄電池や EV充電，FIRESによる蓄熱及び最終需要での

熱利用，他地域送電といった技術の利用による余剰電力対

応が大部分を占める．もっとも，いずれのケースでも VRE

発電の出力抑制が生じ，C60・電解・PVケースでは PVの出

力抑制量が 18.2TWh(抑制率 5.1%)，陸上風力では 7.5TWh(同

3.8%)に及ぶ．対策技術の過剰設備(利用率低下)を招くこと

から，余剰電力を全て吸収することは合理的でないと言え

る． 

4.3 余剰電力対策技術の運用 

 VRE 発電が最も導入される C60・電解・PV ケースにおけ

る，東北地方 2050年 4-5月の電力需給運用を図 4 に示す．  

 

 

 

図 4 4-5月の電力需給運用 

(2050年東北地域，C60・電解・PVケース) 

0
200
400
600
800

1,000
1,200
1,400

C
50

C
50

・
電
解

C
50

・
電
解
・
PV C
60

C
60

・
電
解

C
60

・
電
解
・
PV C
50

C
50

・
電
解

C
50

・
電
解
・
PV C
60

C
60

・
電
解

C
60

・
電
解
・
PV

2035 2050

Li-ion電池
NAS電池
揚水
蓄熱
洋上風力
陸上風力
PV
アンモニア
水素
LNG汽力
LNG複合
石炭
地熱
水力
原子力

TWh

ケース名 CO2削減率 水電解コスト PVコスト

C50 50% 基準 基準
C50・電解 50% 低位 基準
C50・電解・PV 50% 低位 低位
C60 60% 基準 基準
C60・電解 60% 低位 基準
C60・電解・PV 60% 低位 低位

0
50

100
150
200
250
300
350
400
450

洋上風力 西日本

洋上風力 関東

洋上風力 東北

陸上風力 西日本

陸上風力 関東

陸上風力 東北

陸上風力 北海道

PV 西日本

PV 関東

PV 東北

PV 北海道

GW

揚水発電 NAS電池 Li-ion電池 水電解 メタネーション FIRES
GW GW GW 千Nm3-H2/h 千Nm3-CH4/h GW

C50 25.6 0.4 0.3 47.1 10.6 31.6
C50・電解 25.6 0.4 0.3 65.5 16.7 26.7
C50・電解・PV 26.9 0.6 0.3 69.8 18.9 51.6
C60 27.6 23.6 0.8 56.9 15.0 82.1
C60・電解 27.6 23.0 0.6 73.6 81.2 80.7
C60・電解・PV 27.6 52.5 0.7 76.8 68.9 85.9

-30

-20

-10

0

10

20

30

40
風力抑制
PV抑制
他地域受電
Li-ion電池
NAS電池
揚水
蓄熱
陸上風力
PV
アンモニア
LNG汽力
LNG複合
一般水力
地熱
原子力
他地域送電
FIRES(in)
メタネーション
水電解
EV充電
Li-ion電池(in)
NAS電池(in)
揚水(in)
需要

GW

IEEJ：2019年2月掲載 禁無断転載



 

図 5 4-5月の水電解装置の稼働と水素貯蔵量 

(2050年東北地域，C60・電解・PVケース) 

原子力や一般水力が一定出力で稼働する中，電力需要規模

を大きく上回る PV及び陸上風力の導入により，LNG複合火

力の出力調整や揚水発電の利用のみでは電力需給調整が困

難となり，多くの余剰電力が発生する．余剰電力の大部分

は，先述のように，定置式蓄電池(NAS 電池)，EV 充電及び

蓄熱により吸収，または他地域送電や出力抑制により対応

される．同ケースでは 2050 年に乗用車の 66%(輸送量シェ

ア)がプラグインハイブリッド車となる．

同時期の水電解装置の稼働及び水素貯蔵量の変化を図 5

に示す．余剰電力の発生に応じて，最大 0.1GW 程度の電力

が水素製造及びメタネーション用の水電解装置で消費され

る．5 月にかけて VRE 発電の出力が増加していくに従い，

電解装置の稼働が増え，水素貯蔵量も増加する． 

なお，本研究では VRE 発電出力の不確実性や LFC 調整力

制約を考慮していない点には留意を要する． 

５．おわりに 

電力部門やエネルギー貯蔵を高時間解像度で考慮可能な

エネルギーシステム技術選択モデルを用い，将来の低炭素

化に向けた余剰電力対策技術の役割を分析した．2050年に

CO2排出量 60%削減といった大幅な低炭素化を実現するた

めには，VRE 発電の大量導入により電力部門を低炭素化す

る必要がある．これに伴って生じる余剰電力は，主として

蓄電池，EV 充電，熱変換及び出力抑制により対処される．

水電解水素製造やメタネーションは一定の設備量が導入さ

れ，CO2削減制約の厳格化や水電解コストの低減により導入

量は増加するものの，他の対策技術に比べその導入量は限

定的である． 
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